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第１章  基 本的 事 項  

 第１ 節  温室 効 果ガス とは  
われわれの住む地 球へは、太陽から 日射エネルギーが 主に可視光

で届きますが、地 球からは赤外線と して熱エネルギー が宇宙へと放

出されます。しかし、大気中にＣＯ 2 をはじめとする 「温室効果ガ

ス」があるために  地球からの放射熱を吸収し、熱を宇宙へ逃げにく

くし、一部を地球 へ跳ね返していま す。この作用を「 温室効果」と

呼びますが、この 温室効果により地 球の平均気温がお よそ１５度に

保たれ、ヒトなど の動植物が生活す るのに適切な環境 となってきま

した。（図１参照）  
 しかし、１８世 紀中ごろから始ま った産業革命によ り、 われわれ

人類は石炭や石油 を大量に使うよう になり、産業構造 に一大変革を

もたらし、いまや 生活に欠かせない エネルギーとなり ました。その

ため、石炭や石油 を消費すると発生 する二酸化炭素が 大量に空気中

に排出され大気中 の濃度が高まり、 地表への再放射さ れる熱が多く

なり、温室効果の バランスが崩れて 気温が漸次上昇し てくるように

なりました。これ が、「地球温暖化 」と呼ばれる現象 で気温上昇に

より、   
イ）ヒトなどの動植物の生存への悪影響、（感染症の増加など）  
ロ）海面上昇による陸への侵食、（ツバル国の浸水被害など）  
ハ）気象への悪影響による異常気象、（エルニーニョ現象など）  
ニ）農業生産への悪影響、（収穫量の減少など）  

といった深刻な問題を引き起こすことが指摘されています。   
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図１  全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w. j c c c a . o r g /） よ り  

 

 
 

 
第２節  温 暖化 対 策のあ らま し  

 増え続ける温室 効果ガスへの対応 として１９９２年 に開催された

地球環境サミット （ＵＮＣＥＤ）に おいて「気候変動 枠組条約」が

採択され、「気候 系に対して危険な 人為的干渉を及ぼ すこととなら

ない水準において 大気中の温室効果 ガスの濃度を安定 化させること

を究極的な目的」 と定めています。 この条約を受けて 前記目的を達

成するためにＣＯＰ３（第３回締約国会議）で採択された議定書が、

「京都議定書」で す。この議定書で は基準年（１９９ ０年）対比で

２００８年～２０ １２年間にわが国 は６％の温室効果 ガスを削減す

ることを義務づけ られ種々政策が講 じられましたが、 削減目標の義

務付けが先進国の みであったため、 公平性や実効性の 点で問題が残

っていました。  
しかし、ＣＯＰ２ １にて採択された 「パリ協定」で途 上国を含む

すべての参加国に ２０２０年以降の 各国の温室効果ガ ス削減目標を
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定めることが合意 されたところです 。我が国は、２０ ３０年度まで

に２０１３年度対比４６％削減を目標に掲げています。  
ま た 、 国 は ２ ０ ５ ０ 年 ま で の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現    

を明記した改正「 地球温暖化対策推 進法」を成立させ ましたが、同

法では「地方公共 団体はその区域の 自然的社会的条件 に応じた温室

効果ガスの排出の 抑制等のための施 策を推進するもの 」（同法第４

条第１項）とされ 、「（前略）市町 村は、（中略）地 球温暖化対策

計画に即して、（ 中略）市町村の事 務及び事業に関し 、温室効果ガ

スの排出の量の削 減並びに吸収作用 の保全及び強化の ための措置に

関する計画（中略 ）を策定するもの 」（同法第２１条 第１項）とさ

れています。  
このような国の地 球環境問題への取 組を受けて、２０ １８年度に

千葉県は「第３次 千葉県環境基本計 画」を策定し、温 室効果ガスを

排出しないエネル ギー源である再生 可能エネルギーの 活用、省エネ

ルギーの促進等の地球温暖化対策の推進を図っています。  
同計画を受けた個 別計画として２０ ２０年度には、「 千葉県地球

温暖化防止計画事 務事業編」を第４ 次版として改正し 、２０２１年

度から２０３０年 度までの１０年間 を計画期間とする 、県の事務事

業に伴う二酸化炭 素排出量を２０１ ３年度対比４０％ 削減する意欲

的な目標を掲げています。  
より一層、地球温 暖化対策の重要性 が増している現状 に鑑み、横

芝 光 町 が 実 行 す る 本 計 画 は 、 ２ ０ ３ ０ 年 度 ま で を 計 画 期 間 と 定 め 、

町 事 務 事 業 由 来 の 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を ２ ０ １ ９ 年 度 対 比 で ３ ０ ％

削減 することを目標にします。  
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第３節  計画の 期間  
 本計画の基準年は、直近の温室効果ガス排出量が推定できる２０

１９年度とします 。計画期間を２０ ２１年度から２０ ３０年度まで

の１０年間とし、 毎年度温室効果ガ スの削減効果を自 主 点検するこ

ととします。  
 

第４節  計画の 範囲  
本計画における対象範囲は、町長部局・議会事務局・選挙管理委  

員会事務局・農業委員会事務局・教育委員会・小中学校・東陽病院  
事務部が電気料と燃料費を管理している各施設とします。  

ただし、指定管理者に施設管理を委託する事業で、温室効果ガス  
の排出の抑制等の措置が可能なものについては、受託者に対して必  
要な排出抑制等の措置を講ずるよう要請するものとします。  
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第５節  温 室効 果 ガスの 算定 方法  
温室効果ガスとして知られる物質は以下のものがあります。  

（図２参照）  
図２  全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w. j c c c a . o r g /） よ り  

      

 
 

このうち「温暖化対策推進法」の対象となる温室効果ガスは法第  
２条第３項において定められている次の７種類です。  

 
Ａ）二酸化炭素・・・化石燃料の燃焼等により発生  
Ｂ）メタン・・・ 燃料の燃焼の用に 供する施設及び機 械器具におけ

る燃料の使用により発生  
Ｃ）一酸化二窒素 ・・・燃料の燃焼 の用に供する施設 及び機械器具

における燃料の使用により発生  
Ｄ）ハイドロフルオロカーボン・・・カーエアコンの冷媒等に使用  
Ｅ）パーフルオロカーボン・・・半導体製造時の不活性液体等に  

使用  
Ｆ）六ふっ化硫黄・・・電気絶縁ガス等に使用  
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Ｇ）三ふっ化窒素・・・半導体の製造過程で使用  
 
 当町の事務・事 業より排出される 温室効果ガスは、 ほぼＡ）の二

酸化炭素であるこ とから、これを本 計画の削減対象と します。活動

項目ごとに定めら れた「排出係数」 を乗じ、さらに「 温暖化係数」

を乗じることによ り、二酸化炭素に 換算した温室効果 ガス排出量を

算定することができます。（表１参照）  
 
 
表１      二酸化炭素の排出係数と地球温暖化係数  

活動項目  活動量単位  排出係数  温暖化係数  備  考  
ガソリン    Ｌ  2 .32   

 
  １  

 
 
活動量 =  

使用量  

灯  油    Ｌ  2 .49  
軽  油    Ｌ  2 .58  
Ａ重油    Ｌ  2 .71  

電気（東京電力）   kwh 0 .441  
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第２章  温 室効 果 ガス排 出状 況  

第１節  基準年 度（ ２０ １ ９年度 ）活 動量  
 基準年度（２０１９年度）における施設所管課別の温室効果ガス

排出量は表２のと おりです。町民の 生活に密着する食 肉事業や病院

事業、給食事業で多くの温室効果ガスが排出されています。  
 
表２  施設所管課別温室効果ガス排出量  

温 室 効 果 ガ ス 施 設 所 管 課 排 出 量 t c o 2 主 な 施 設 

 
 
 
 

二酸化炭素  
 
 

教 育 課 777.38 小 中 学 校・給 食 セ ン タ ー  

財 政 課 308.04 役場庁舎・役場駐車場  

産 業 課 208.72 ヨリドコロ・排水機場  
社 会 文 化 課 303.70 図書館・公園・野球場  

食 肉 セ ン タ ー 1339.91 食肉センター  

都 市 建 設 課 14.36 駅前広場・排水ポンプ  
東 陽 病 院 事 務 部 620.73 東陽病院・医師住宅  
福 祉 課 7.68 光風館  

健 康 こ ど も 課 118.72 保 育 所 ・ 児 童 ク ラ ブ ・ プ ラ ム 

環 境 防 災 課 7.00 栗山倉庫  
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第２節  基準年 度（ ２０ １ ９ 年度 ）温 室効 果 ガス総 排出 量  
基準年度（ ２０１９年度）における二酸化炭素総排出量は、表 ３の  

とおりです。排出 要因別の内訳を見ると電気 の使用が８７ .２０％を  
占めており、重点的に削減を検討していかなければなりません。  

 
 
表３  排出要因別温室効果ガス総排出量  

温室効果ガス  排出要因  排  出  量  構成比  

 
 
二酸化炭素  

 
 

ガソリン  71.64(tco2/L) 1.93 

灯油  7.11(tco2/L) 0.19 

軽油  17.84(tco2/L) 0.48 

Ａ重油  352.30(tco2/L) 9.51 

プ ロ パ ン ガ ス 25.60(tco2/㎥ ) 0.69 

電気  3231.75(tco2/kWh) 87.20 

小計  3706.24 tco2 100.00 
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第３章  目 標  

第１節  削減目 標  
２０３ ０年 度 における温室効果ガス排出量を、基準年度比で  

３０％ （１ １１ １ .８７ tco2）削 減 します。  

 

目標年 度温 室効 果 ガス総 排出 量   ２５９ ４ .３ ７  tco2 

 

 

 

         

 

 

節 電 や ご み の 減 量 等 、 日 常 生 活 で 実 践 で き る 温 暖 化 防 止 対 策 を 行

お う ！  
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第４章  取 組  

第１節  事務・ 事業 に関 す る取組  

「町事 務事 業に お ける省 エネ・省資 源対策 の推 進」を引き続き実

行します。  

 

「町事務事業における省エネ・省資源対策の推進」  

（省エ ネ対 策）  
１  電 気使 用量 の 削減  
①   冷暖房 時の室 内 温度は 、「冷房 28 度」、「 暖房 20 度 」を目 処

に調整 し無 駄な 運 転はし ない 。  
②  「クー ルビ ズ」、「 ウォー ムビ ズ」 の 徹底  
③   昼休み 、残業 時 間及び 休日 出勤 時 の 「照 明は 必要 最 小限」  

とする 。  
④  会議室 や食 堂、 給 湯室、 トイ レ、 更 衣室等 では 、「 使 用後  

消灯」 を徹 底す る 。  
⑤  コピ ー機、 パ ソコン 、プ リン タ ー等事 務機 器、 電 気ポッ ト  

は、退 庁時 に 「 電 源を切 る 」。  
⑥  「ノ ー残業 デ イ」 の 推進  

 ２  ガソ リン 、 軽油等 自動 車燃 料 使用量 の削 減  
  ①  「ア イド リ ングス トッ プ」 の 励行  

②  「急 発進、 急 加速等 を抑 制」 し エコド ライ ブに 心 がける 。  
（省資 源対 策）  

①   物品の 購入 は 、「 余剰 となら な いよう 」に 努め る 。  
  ②  資料等 は 、可能 な限 り 「 両 面印刷 、両 面コ ピ ー 」を 徹底 す  

る。  
③  片 面使 用済 み 「用紙 等の 有効 利 用」 を する 。  

（個人 情報 等に 十 分気を つけ る。）  
④   使用 済み 「フ ァ イルの 再利 用 」 に 努める 。  

  ⑤  庁内Ｌ Ａ Ｎを積 極的 に活 用 し、「ペ ーパ ーレ ス化 」を推 進す  
る。  

⑥  「 節水 」に 心 がける 。  
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第２節  物品や 庁用 車等 の 購入に 関す る取 組  
事務事業の取組に加え、物品や庁用車等の購入でも以下のとおり  

環境負荷の低減に努めることとする。  
 

・庁用車やＯＡ機器の新規導入やリース更新を行う場合は、省エ  

ネタイプ（電気自動車や国際エネルギースターマーク等）を選  

ぶように努める。  

 ・詰め替え可能な消耗品（インクカートリッジやボールペン等）  

の購入に努める。  

 ・環境ラベリング（エコマーク、グリーンマーク等）対象商品の  

  購入に努める。  

（参考）  

＜統一 省エ ネラ ベ ル ＞   

家電製品の省エネルギー性能を星の数で表し、併せて年間の目  
安電気料金を表示します。  

＜国際 エネ ルギ ー スター マー ク＞  

国際エネルギースタープログラムにより設けられた基準をクリ  
アしたパソコンなどに表示されているマーク。  

＜エコ マー ク＞  

環 境 保 全 に 役 立 つ 日 用 品 や 文 具 な ど の 商 品 に 付 け ら れ る マ ー ク 。 

＜グリ ーン マー ク ＞  

古紙を４０％以上使って作られたノートなどに付いているマー  
ク。  
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第５章  推 進と 点 検・評 価  

第１節  推進・ 点検 体制  

「横芝光町庁議」にて「町事務事業 における省エネ・省資源対策」 

等を推進し、問題点を点検する。対策の推進責任者を班長職として  

所属内の取組状況の把握を行う。  

全職員が対策の推進者として、意識して省エネ・省資源に取り組  

む。  

 

          推進体制組織図  

横芝光町庁議  
※省エネ・省資源対策の推進と問題点の確認  

               

 

 

           推進責任者  
＊班長職   

※所属の省エネ・省資源対策の取組状況を把握  

 

 

 

推  進  者  
＊全職員  

※意識して省エネ・省資源対策に取り組む  

 

 

第２節  公表  

「地球温暖化対策推進法」第２１条第１０項において、毎年１回、  

措置の実施状況の公表が義務付けられている。そのため、当該年度  

ごとの温室効果ガス排出量を算定後、町ホームページや広報紙等に  

より町民へ公表する。
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―  資料編  －  

・地 球温 暖化 対策 の 推進 に関 する 法 律（ 平成 １０ 年法 律第１ １７  

号）  

        最終改 正：令 和３ 年法律 第５ ４号 に よる改 正  

 （地方公共団体実行計画等）  

  第２１条  都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球

温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び市町村の事務及び

事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の

保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体

実行計画」という。）を策定するも のとする。  

２  地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定める  

ものとする。  

 （１）計画期間  

 （２）地方公共団体実行計画の目標  

 （３）実施しようとする措置の内容  

 （４）その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項  

（第３項～第７項まで省略）  

  ８  都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定した  

ときは、遅滞なく、単独で又は共同して、これを公表しなけ  

ればならない。  

（第９項省略）  

１０  都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、  

地方公共団体実行計画に基づく措置及び施策の実施の状況  

（温室効果ガス総排出量を含む。）を 公表しなければならない。 

（第１１項以下省略）  


